
業務及び財産の状況に関する説明書

【令和 8年 3月期】

この説明書は、金融商品取引法第46条の4の規定に基づき、事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又は

インターネット等で公表するために作成したものですc

・本書類は、金融商品取引法において「業務及び財産の状況に関する説明書類」(金融商品取引法第46条の41こ基

づき作成する説明書類)への記載が義務付けられている事項 (法定記載事項)のうち、「株式の保有数の上位10位

までの株主の氏名等」の記載の一部を省略したものである。

・法定記載事項が全て記載された「業務及び財産の状況に関する説明書類」は当社の事務所において関覧すること

が可能である。

二 浪 証 券 株 式 会 社



I。 当社の概況及び組織に関する事項

1.商

2.登 録 年 月 日

(登 録 番 号 )

3.沿 革及び経営の組織

(1)会社の沿革

(2)経営の組織

号 二 浪 証 券 株 式 会 社

平 成 19年 9月 30日

(四国財務局長 (金証)第6号 )

（
非
常
勤
職
員
含
む

）

内
部
管
理
統
括
責
任
者

[経理部]

[営業部 L営業事務部]

―・文書の発受保管に関する事項

・給与、賞与等に関する事項

・有価証券に出納保管及び受渡し1こ関する事項

・決算及び税務に関する事項

・法定帳簿等の作成、保管に関する事項

・職員の福利厚生、保健衛生に関する事項

・職員の服務に関する事項

― 。その他、他の部門に属さない事項

・営業全般に関する事項

・業務及び会計の検査に関する事項

・業務上の事故防止に関する事項

・取引残高報告書に関する事項

・顧客との紛争処理に関する事項

。人事、研修に関する事項

。その他社長の特命に関する事項

営
業
責
任
者

内
部
管
理
責
任
者

年  月  日 沿 革

日召不日 19年  9 月  1 日 設  立

日召不日 23年  7 月 6 日 証券取引法制定により登録会社となる。
日召不日 43年  4月  1 日 証券取引法改正により免許会社となる。

平成 9年 10月  1 日 増資により資本金1億円となる。
平成 10年 12月  1 日 証券取引法改正により登録会社となる。
平成 19年 9月 30日 金融商品取引法施行により登録会社となる。

令和 6年  3月 19日 本店所在地変更する。(松山市大街道2丁 目5番 12アエル松山2F)
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表
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役
社
長

検
査
部
長

[検査部]



4.株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決

権に占める碧該株式に係る議決権の数の割合

氏 名 又 は 名 称 保有株式数 (株 ) 保有割合 (%)

1 (社 長 )廣 川 純 694,000 81.26

2 廣 川 真 由 美 124,000 14.51

3 個人 30,000 3.51

4 個人 6,000 0,70

5

6

7

8

9

10

その他 (0名 )

計 4名 854,000 100.00

*一部の個人株主については、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明書類の公表に関する規

貝け」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記載しています。

5.役員の氏名又は名称

6。 政令で定める使用人の氏名

氏 名 役   職   名

佐 伯 稔 検 査  部   部   長

7.業務の種別

第一種金融商品取引業 (法第28条第1項 )

。有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デジバティブ取引

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理

・ 次に掲げる取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

①取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引

②外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引

・ 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い

2

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別

社 長 廣 川 純 有 常 勤

(取 )営業部長 山 本 司 生睡 常 勤

(取 )経理部長 稲 垣 尚 美 征 常 勤

監  査  役 森 孝 三 征 非  常  勤



。金融商品取引業に付随する業務 (法 35条第1項 )

① 有価証券の貸借業務

② 保護預り有価証券担保貸付業務

③ 信用取引に付随する金銭の貸付業務

④ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務

⑤ 有価証券に関する顧客の代理業務

⑥ 累積投資契約の締結業務

⑦ 他の金融商品取引業者等の業務の代理

8.本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地

9。 他に行つている事業の種類

・ 不動産賃貸業務

10。 苦情処理及び紛争解決の体制

指定紛争解決機関  特定非営利活動法人 証券・金融商品あつせん相談センター

検査部を主管部署とし、関連部署と連携し「苦情
。紛争及び事故処理規程」に基づき手続を行いま

す。

11.加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

日 本 証 券 業 協 会

12.会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

該当ありません

13.加入する投資者保護基金の名称

日 本 投 資 者 保 護 基 金

名   称 所 在 地

本 店 〒79♭0004 愛媛県松山市大街道2丁 目5番12 アエル松山2F

その他 営業所 な   し
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Ⅱ.業 務の状況に関する事項
1。 当 期 の 業 務 概 要

ここに第87期の営業の概況についてご報告申し上げます。

当期の株式市場は、激しい変動を伴いつつも、総じて力強い上昇基調で推移いたしました。日経平均

株価は35,961円で始まりましたが、米トランプ政権による相互関税ションクを受け、4月 7日 には30,792円

まで急落いたしました。しかし、日米関税交渉の進展に伴い市場は落ち着きを取り戻し、6月 下旬には4

万円台を回復いたしました。その後、AI関連銘柄への投資集中に力日え、10月 の自民党総裁選挙におけ

る高市氏の勝利、および新政権への期待感から、日経平均は歴史的な5万円の大台を突破いたしまし

た。年明け後も、2月 の衆議院解散総選挙における自民党の圧勝を受けて上昇は加速し、2月 26日 には

最高値59,332円 を記録しました。期末にかけて、中東の地政学リスクの顕在化により50,558円まで押し戻

される場面もありましたが、最終的に51,063円 で引け、前年度末比で約43%の大幅な上昇となりました。

このような環境下、当期の営業収益は4億 1,306万円 (対前期比70,3%増 )となりました。内訳は受入手

数料が丹前期比16.1%増の2億6,324万円、金融収益が2,184万円、トレーディング損益は大幅に伸長し

1億2,796万円となっております。費用面では、販売費・一般管理費は2億 1,520万 円(同 10,7%減 )となり、

前期に計上した役員退職慰労金の反動減も寄与し、当期純利益は1億6,621万円を計上いたしました。
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2.業 務 の 状 況 を示 す 指 標

(1)経営成績等の推移 (単位 :千株、百万円)

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期 令和 6年 3月 期

資 本 金 100 100 100

発 行 済 株 式 総 数 854 854 854

営 業 収 益 413 242 220

受 入 手 数 料 263 226 238

委 託 手 数 料 256 221 233

引受け。売出し,特定投資家向
け帝 付 け勧 誘 隼 の手 数 料

0 0 0

募集・売出し。特定投資家向け
帝付け勧誘筆の取扱い手数料

0 0 0

そ の他 受入 手数 料 6 4 4

トレー デ ィング損 益 127 3 △ 27

株   券   等 130 3 3

債   券   等 △ 2 0 1

そ の 他 0 0 △ 32

純 営 業 収 益 407 240 214

経 常 損 益 196 14 △ 2

当 期 純 損 益 166 15 △ 2
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(2)有価証券引受。売買等の状況

① 株券売買高の状況

(単位 :百万円)

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け繊誘等並びに有価証券の募集、売出
し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

(単位 :百万円)

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期 令和 6年 3月 期

自 己 5,335 156 26

委 託 29,624 26,226 27,430

計 34,959 26,382 27,457

区  分 引 受 高 売 出 高
特定投資家向
け売付け勧誘
等 の 総 額

募 集 の

取 扱 高
売出しの

取 扱 高
私 募 の

取 扱 高

特定投資家向
け売付け勧誘
等 の取 扱 高

令
和

８
年

３
月
期

株    券 0 0 0 0 1 0 0

国 債 証 券 0 0 0 3 0 0 0

地方債証券 0 0 0 0 0 0 0

特 殊 債 券 0 0 0 0 0 0 0

社 債 券 0 0 0 0 0 0 0

受 益 証 券 0 0 0 18 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 21 1 0 0

令
和

７
年

３
月
期

株    券 0 0 0 0 7 0 0

国 債 証 券 0 0 0 0 0 0 0

地方債証券 0 0 0 0 0 0 0

特 殊 債 券 0 0 0 0 0 0 0

社 債 券 0 0 0 0 0 0 0

受 益 証 券 0 0 0 27 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 27 7 0 0

令
和

６
年

３
月
期

株    券 0 0 0 0 2 0 0

国 債 証 券 0 0 0 0 0 0 0

地方債証券 0 0 0 0 0 0 0

特 殊 債 券 0 0 0 0 0 0 0

社 債 券 0 0 0 0 0 0 0

受 益 証 券 0 0 0 20 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 20 2 0 0
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(3)その他の業務の状況

不動産賃貸業務

(単位 :千円)

項 目 令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期 令和 6年 3月 期

駐 車 場 賃 貸 料 1,098 900 900

(4)自 己資本規制比率の状況

(単位 :百万円)

(5)使用人の総数及び外務員の総数

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期 令和 6年 3月 期

自 己 資 本 規 制 比 率 (A/B× 100) 497.10/0 898.00/0 891.90/0

固定化されていない自己資本   (A) 1,112 855 1,064

リ ス ク 相 当 額 (B) 223 95 119

128 4 2

35 35 65

59 55 50

0 0 0

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期 令和 6年 3月 期

使  用  人 10  人 10  人 12  人

(うち外務員 ) 10 人 10  人 12  人
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Ⅲ.財 産の状況に関する事項
1.経 理 の 状 況

(1)貸借対照表 (単位 :千円)

科   目 令和8年 3月 期 令和7年 3月 期 科   目 令和8年 3月 期 令和7年3月 期

(資 産 の 部) (負 債 の部)

流 動 資 産 流 動 負 債

現 金 ・ 預 金 352,993 416,621 約 定 見 返 勘 定 8,250 60 764

預   託   金 507,711 287,392 信 用 取 引 負 債 14,651 53,746

トレーディング商品 813,828 182,367 預   り  金 276,974 231,884

約 定 見 返 働 定 0 0 受 入 保 証 金 62,950 99,486

信 用 取 引 資 産 387,192 570,095 短 期 借 入 金 500,000 0

立   替   金 0 0 前   受   金 0 0

募 集 等 払 込 金 0 0 未   払   金 7,824 4,882

短 期 差 入 保 証 金 50,000 45,000 未 払 費 用 664 324

短 期 貸 付 金 0 0 未 払 法 人 税 等 31,329 209

前   払   金 11,000 43 繰 延 税 金 負 債 0 0

未 収 入 金 356 435 賞 与 引 当 金 6,668 8,286

未 収 収 益 4,996 6,298 役員賞与引当金 0 2,783

繰 延 税 金 資 産 0 0 流 動 負 債 計 909,313 462,367

そ の 他 流 動 資 産 758 714

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 計

△  1,137

2,127,701

△ 1,637 固 定 負 債

1,507,332 退 職 給 付 引 当 金 15,534 22,434

役員退職慰労引当金 52,900 40,562

固 定 資 産 その他の固定負債 108 0

有 形 固 定 資 産 157,160 160,420 固 定 負 債 計 68,542 62,996

無 形 固 定 資 産 1,310 1,310

投資その他の資産

固 定 資 産 計

257,061

415,532

255,721 引  当  金
417,451 金融商品取引責任準備全 2 796 2,196

そ の 他 の 引 当 金 0 0

繰 延 資 産 引 当 金 計 2 796 2,196

創   立   費 0

0

0 負 債 合 計 980,653 527,560

0

(純資産 の部)

資   本   金 100,000 100,000

資 本 剰 余 金 2,900 2 900

利 益 剰 余 金 1,459,679 1,294,323

うち 当 期 純 利 益 166,210 15,070

自 己  株  式 0 0

評価・換算差額等

純 資 産 計

負 債・資本合計

1,562,579

2,548,233

1,397,223

1,924,783資 産
△
口 計 2,548,233 1,924,783
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(2)損益計算書 (単位 :千円)

科 目
令不日07年 4月 から
令和 08年 3月 まで

令下日06年 4月 から
令和 07年 3月 まで

営 業 収 益

受 入 手 数 料

委 託 手 数 料

募 集・売 出 しの 取 扱 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益

株 券 等 トレ ー デ ィン グ 損 益

債 券 等 トレ ー デ ィン グ 損 益

そ の他 の トレー デ ィング損 益

金    融    収    益
営 業 収 益 計

営 業 費 用

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費

取  引  関  係  費
人      件      費

不 動 産 関 係 費

事      務      費

減 価 償 却 費

租 税 公 課

貸 倒 引 当 金 繰 入 れ

そ    の    他

金 融 費 用

営 業 費 用 計

263,246

256,499

83

6,662

127,966

130,096

△ 2,130

0

21,848

413,060

215,208

26,850

140,050

30,189

9,175

3,155

1,413

0

4,373

5,526

220,734

226,733

221,645

121

4,966

3,357

3,727

△ 370

0

12,319

242,409

241,122

25,325

165,341

28,774

10,172

4,132

1,605

0

5,770

1,898

243,020

営 業 利 益 (又 は 営 業 損 失 ) 192,324 △ 611

営

営

業

業

外

外

収

費

益

用

4 590

0

15,433

0

経 常 利 益 (又 は 経 常 損 失 ) 196,915 14,831

特

特

益

失

月ll

丹町

禾可

損

1,329

704

448

0

税引前当期純利益 (又は税引前純損失 ) 197,540 15,280

法 人 税 等 調 整 額 0 0

法 人 税 等 31,329 209

当 期 純 利 益 (又 は 当 期 純 損 失 ) 166,210 15,070
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(3)株主資本等移動計算書 (単位 :千円)

(単位 :千円)

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 その他資本準備金 利益準備金
その他利益剰余金

別途積立金

令 和 7年 4月 1日 残 高 100,000 2,900 0 100,000 1,175,000

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新  株  の 発  行

栞ll余 金 の 配 当

役 員 賞 与 の 支 給

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

別 途 積 立 金 の 積 立

株 主 資 本 以 外 の 項 目の
事業年度中の変動額 (純 額 )

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

事業年度中の変動額合計 0 0 0 0 0

令 和 8年 3月 31日 残 高 100,000 2,900 0 100,000 1,175,000

株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
利益剰余金

自 己 株 式 株主資本合計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

令 和 7年 4月 1日 残 高 19,323 0 1,397,223 0 1,397,223

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新  株  の 発  行

剰 余 金 の 配 当

役 員 賞 与 の 支 給

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

別 途 積 立 金 の 積 立

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額 (純 額 )

0

△ 854

0

166,210

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△ 854

0

166,210

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△ 854

0

166,210

0

0

0

0

事業年度 中の変動額合計 165,356 0 165,356 0 165,356

令 和 8年 3月 31日 残 高 184,679 0 1,562,579 0 1,562,579
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(4)受入手数料の内訳 (単位 :千円)

令和8年3月 期 令和7年 3月 期

委 託 手 数 料 256,499 221,645

255,751 220,884

0 0

0 0

0 0

0 0

748 761

0 0

引受け 。売出し・特定投資家向け勧誘等の手数料 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

募集・売出し。特定投資家向け勧誘等の取扱手数料 83 1 2 1

81 1 2 1

2 0

0 0

0 0

その他の受入手数料 6,662 4,966

1,355 688

0 0

5,301 4,276

5 1

受 入 手 数 料 計 263,246 226,733

257,187 221,694

2 0

6,050 5,037

5 1
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(5)トレーディング損益の内訳

*外国株式・債券の為替ヘッジを目的とした為替取引の損益は雑益・雑損勘定で計上しております。

(単位 :千円)

(単位 :千円)(6)金融収益及び金融費用の内訳

令和8年 3月 期 令和7年 3月 期

株券等トレーディング損益 130,096 3,727

130,096 3,727

0 0

債券等トレーディング損益 △ 2,130 △ 370

△ 2,130 △ 370

0 0

その他のトレーディング損益 0 0

トレーディング損益計 127,966 3,357

金 融 収 益 令和8年3月 期 令和7年 3月 期

信用取引収益 7,526 9,140

現先取引収益 0 0

有価証券貸借取引収益 0 0

受取配当金 1,558 19

受取債券利子 675 862

収益分配金 6,587 2,062

受取利息 5,499 234

その他の金融収益 0 0

△
日 計 21,848 12,319

金  融  費  用 令和8年 3月 期 令和7年 3月 期

信用取引費用 1,619 1,893

現先取引費用 0 0

有価証券貸借取引費用 0 0

支払債券利子 0 0

支払利息 3,907 5

その他の金融費用 0 0

△
口 計 5,526 1,898
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(7)販売費。一般管理費の内訳 (単位 :千円)

区 分 令和8年 3月 期 令和7年 3月 期

取 引 関 係 費 26,850 25,325

14,788 13,570

1,068 555

6,016 7,246

586 516

479 1,096

3,960 2,339

人  件  費 140,050 165,341

27,200 38,900

55,101 54,062

0 0

378 388

0 28 600

14,127 13,054

18,266 22,915

0 2,783

1,859 865

23,118 3,771

不 動 産 関係 費 30,189 28,774

8,314 8 308

21,875 20,465

事  務  費 9,175 10,172

8,217 9,039

958 1,133

減 価 償 却 費 3,155 4,132

租 税 公 課 1,413 1,605

貸倒引当金繰入れ 0 0

その他 4,373 5 770

△
口 計 215,208 241,122

13



2.借入金の主要な借入先及び借入金額

(単位 :百万円)

3.保有する有価証券 (トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。)の取得価額、

時価及び評価損益

(単位 :千円)

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期

取得価額 時  価 評 価 損 益 取得価額 時  価 評 価 損 益

1.流動資産

(1)株   式 0 0 0 0 0 0

(2)債   券 0 0 0 0 0 0

(3)そ  の 他 0 0 0 0 0 0

2.固定資産

(1)株   式 0 0 0 0 0 0

(2)債   券 0 0 0 0 0 0

(3)そ  の 他 0 0 0 0 0 0

合   計 0 0 0 0 0 0

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

4.デリバティブ取引 (トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。)の契約価額、時

価及び評価損益

(1)先物取引・オプション取引の状況

① 株 式                                 (単 位 :百万円)

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益 契約価額 時  価 評 価 損 益

株価指数先物取引 0 0 0 0 0 0

株価指数オプション取引 0 0 0 0 0 0

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

② 債 券 (単位 :百万円)

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

令和8年 3月 31日 現在 令和7年 3月 31日 現在

借入先の氏名又は名称 借入金額 借入先の氏名又は名称 借入金額

広島銀行 500

△
口 計 500 △

口 計 0

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益 契約価額 時  価 評 価 損 益

債 券 先 物 取 引 0 0 0 0 0 0

債券オプション取引 0 0 0 0 0 0
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(2)有価証券店頭デリバティブ取引の状況

5。 財務諸表に関する会計監査法人等による監査の有無

征

(単位 :百万円)

令和 8年 3月 期 令和 7年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益 契約価額 時  価 評 価 損 益

有価証券先渡取引 0 0 0 0 0 0

眼
引
占
取

券
渡先

証
等
仙
数
有
指

0 0 0 0 0 0

唄
引
店
取

券
ンヨ

証

シ

仙

プ

石

オ 0 0 0 0 0 0

頭
引店如

券

ッワ
証
ス価磐

有
指

0 0 0 0 0 0
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Ⅳ.管 理の状況
1.内部管理の状況の概要

内部管理については、全社体制で取り組んでおりますが、特に経理部では顧客の管理、各種取引の管

理、各種関係書類の管理、有価証券。現金の出納、保管等を行つております。更に検査部においては、上記

の全般にわたつて法令、諸規則等に抵触する行為がないか等の観点から実施状況を点検すると共に、顧客と

のトラブルに関しては速やかに実態調査を実施し、適切な処理を行っております。

2.分別管理等の状況

(1)金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況

① 顧客分別金信託の状況 (単位 :百万円)

② 有価証券の分別保管の状況

イ 保護預り等有価証券

ロ 受入保証金代用有価証券

ハ 管理の状況
非上場株式については、当社金庫にて管理しております。

上場株式等については、l抑証券振替機構にて「振替決済」管理しております。

新株予約権付社債については、爛証券振替機構にて「振替決済」管理しております。又国債については、

日証金信託銀行l抑を通じ「国債振替制度」にて管理しております。

受益証券については、l抑だいこう証券ビジネスを通じ、「投資信託振替制度」にて管理しております。

外国証券については、取引先を通じ、各現地保管管理法人にて管理しております。

項 目 令和8年 3月 31日 現在の金額 令和7年 3月 31日 現在の金額

直近差替計算基準 日の顧客分別金必要額 257 240

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 454 285

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 219 209

有価証券の種類
令和8年3月 31日 現在 令和7年 3月 31日 現在

国内証券 外国証券 国内証券 外国証券

株   券 株   数 10,419   千本未 190 千株 10,865 千株 204 千株

債   券 額 面金額 202百万円 0百 万円 200百万円 78百万円

受益証券 口  数 2,581 百万 日 7,300    口 2,549 百フテロ 13,500   日

そ の 他 額 面金額 0 0 0 0

有価証券の種類
令和8年3月 31日 現在 令和7年 3月 31日 現在

数 量 数 量

株   券 株   数 152 千株 404   千株

債   券 額 面金額 0百 万円 0百 万円

受益証券 口  数 0百 万 口 0百 万 口

そ の 他 額面金額 0 0
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(2)金融商品取引法第43条の2の 2の規定に基づく区分管理の状況

① 商品顧客区分管理信託の状況

② 有価証券等の区分管理の状況

イ 有価証券等の種類ごとの数量等

口 管理の状況
該当ありません。

(3)金融商品取引法第43条の3の規定に基づく区分管理の状況

① 第1項の規定に基づく区分管理の状況

②第2項の規定に基づく区分管理の状況

連結子会社等の状況に関する事項

子会社・関係会社等連結子会社に該当するものはありません。

17

(単位 :百万円)

(単位 :百万円、千株 等)

(単位 :百万円、千株 等)

項 目 令和8年3月 31日 現在の金額 令和7年 3月 31日 現在の金額

直近差替計算基準 日の商品顧客区分管理必要額 0 0

期 末 日現 在 の商 品顧 客 区分 管 理 信 託 額 0 0

期 末 日現 在 の商 品顧 客 区分 管 理 必 要額 0 0

有価証券等の種類 令和8年3月 31日 現在 令和7年 3月 31日 現在

株   券 株   数 0  千株 0  千株

債   券 額 面金額 0 百万円 0 百万円

受益証 券 口  数 0 百万 口 0 百万 口

倉荷証 券 額面金額 0 百万円 0 百万円

そ の 他 額面金額 0 百万円 0 百万円

管理の方法 当期末残高 前期末残高 内  訳

金

銭

0 0

有
価
証
券
等

管理の方法 当期末残高 前期末残高 内  訳

金

銭

0 0

有
価
証
券
等
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